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シャウプ勧告と公正処理基準
山 下 壽 文
1．はじめに
1947（昭和22）年の税制改正で申告納税制度が導入されたが，期待された
ほど普及しなかった。その要因の一つにわが国の中小企業に記帳の習慣がな
かったことがあげられる。このような状況に際して，シャウプ使節団は申告
納税制度に関連して会計の役割および帳簿の記帳を重要し，とくに中小企業
の帳簿の記帳を推進するために青色申告制度の導入を勧告した。これを受け
て，1950（昭和25）年の税制改革により青色申告制度が導入され，法人税法
では，複式簿記の原則に従い貸借対照表および損益計算書を作成することを
規定した。ここで，複式簿記という場合，会計慣行の位置づけが曖昧で，こ
れが尾を引いて，税法と会計の問題は，その後の税制改正において焦点とな
る。その経緯は，次のとおりである。
1952（昭和27）年に経済安定本部企業会計基準審議会は「税法と企業会計
原則との調整に関する意見書（小委員会報告）」（以下，税法調整意見書①と
いう）を公表し，企業会計側から税法の課税所得計算に『企業会計原則』を
取り入れることを主張した。
その後，1965（昭和40）年に法人税法の大改正が行なわれ，法人税法第22
条第1項から第3項の規定が新設された。これらの規定には，企業会計の実
現概念や費用収益対応概念が盛り込まれる。ただ法人税第22条第2項の無償
および低額譲渡取引についての未実現利益の認識をめぐって解釈がわかれ，
争点となった。このことは，また，法人税法上の所得概念と企業会計上の利
益概念の調整を不可欠とした。
企業会計側からは，1966（昭和41）年に大蔵省企業会計審議会が「税法と
企業会計との調整に関する意見書」（以下，税法調整意見書②という）を公
表し，税法上の課税所得計算の原則と企業会計との調整についての可能性に
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ついて検討を行った。
同年税制調査会が「税制簡素化についての第一次答申」を公表し，それを
受けて1967（昭和42）年に法人税法第22条第4項において，課税所得は「一
般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に従って算定される旨の規定（以
下，公正処理基準という）が新設された。
本稿では，法人税法第22条の規定に至る経緯および法人法第22条第2項の
無償および低額譲渡取引と所得概念との関連を検証し，現行の法人税法上の
公正処理基準規定およびこの規定と関連のある確定決算基準についての考察
を行なう。
2．法人税法全文改正と法人税法第22条の規定
1965（昭和40）年に法人税法の全文改正が行なわれた。その基本方針は，
⑴体系の整備，⑵表現の平明化，⑶規定の明確化の3点である。ここでは，
法人税法第22条に関連して体系の整備を取り上げる。
体系の整備は，租税法律主義を建前とし，次のような一般の納税者に理解
し易い法令体系の確立を目的とする。
① 現行法令または省令で規定されている事項で重要なものは法律におい
て規定するとともに細部はできる限り政令において規定し，省令は原則
として手続事項のみを規定する。
② 国税庁取扱通達で定められているもののうち，重要事項は法令に吸収
する。
③ 法律の構成について，総則的事項，居住者に関する事項，非居住者に
関する事項をそれぞれ別編とするなど規定の配列に工夫をこらして理解
しやすいものとする。
④ 本法で規定されていた新規重要物産免税，渇水準備金，違約損失補償
準備金，異常危険準備金に関する事項は，規定内容の性格上租税特別措
置法に規定する。
以上，法人税法では，租税法律主義が重視され，重要な事項は法律におい
て規定されることになった。例えば，課税標準に関して施行令において規定
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されていた諸引当金，圧縮記帳，役員の給与などはすべて法律において規定
することとされ，細部については政令，省令において定めることとされた。
（吉國［1996］，389‐390頁）
法人税法第22条に関連して，純資産の増減と課税所得および企業利益との
関係について，企業利益研究会は次のように述べている。
所得は，企業における一定期間内に生じた純資産の増加としてあらわれる
ものであり，純資産増加分としての所得＝純利益＋臨時的利益－臨時的損失
となる。これは，所得＝純利益±臨時損益とあらわすことができる。つまり，
「税法上の所得概念は，経済活動に基づく純資産の増加分であると，それ以
外の原則に基づく純資産の増加分であるとを問わず，租税負担能力のある所
得として把握されている」（企業利益研究会［1967］，61頁）と考えられる。しか
し，税法上の所得は，「財政的・租税政策的諸要請および二重課税排除の思
考が現実の税制に作用する結果として，法人税の課税標準となる所得，すな
わち課税所得が生ずるのである。したがって，税負担能力はある所得の一部
が課税所得を構成せず（例えば，受取配当の益金不算入，収用による譲渡益
の2分の1損金算入，技術輸出所得控除）逆に租税負担能力なき損金が，あ
たかも租税負担能力を有するかのごとく課税所得に算入される。例えば，罰
金科料および過料の損金算入の取り扱いのごときである」ことから，「修正
された租税の負担能力ある所得という性格をもつ」（企業利益研究会［1967］，61
頁）のである。
1965（昭和40）年の法人税法の改正では，その第22条で各事業年度の所得
金額の計算の原則を規定し，所得金額計算の基本規定を設けている。さらに，
1967（昭和42）年に法人税法第22条第4項に公正処理基準が盛り込まれる。
これらの規定は，次のとおりである。
（各事業年度の所得の金額の計算）
第22条 内国法人の各事業年度の所得の金額は，当該事業年度の益金の額から当該事業年
度の損金の額を控除した金額とする。
2 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金
額は，別段の定めがあるものを除き，資産の販売，有償又は無償による資産の譲渡又は役
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務の提供，無償による資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業
年度の収益の額とする。
3 内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の損金の額に算入すべき金
額は，別段の定めがあるものを除き，次に掲げる額とする。
一 当該事業年度の収益に係る売上原価，完成工事原価その他これらに準ずる原価の額
二 前号に掲げるもののほか，当該事業年度の販売費，一般管理費その他の費用（償却費
以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しないものを除く。）の額
三 当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に係るもの
4 第2項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額は，一般に公正妥
当と認められる会計処理の基準に従つて計算されるものとする。
5 第2項又は第3項に規定する資本等取引とは，法人の資本金等の額の増加又は減少を
生ずる取引並びに法人が行う利益又は剰余金の分配（資産の流動化に関する法律第115条
第1項（中間配当）に規定する金銭の分配を含む。）及び残余財産の分配又は引渡しをい
う。
法人税法において，「内国法人に対して課する各事業年の所得に対する法
人税の課税標準は，各事業年度の所得の金額」（法法21）としている。さらに，
課税標準の計算の基本は，「内国法人の各事業年度の所得の金額は，当該事
業年度の益金の額から当該事業年度の損金の額を控除した金額とする」（法
法22①）と規定されている。
益金および損金とは何かについては，法令において規定されていない。し
かし，全文改正の経緯から，旧法を基本的に変えないという立場であったこ
とが窺われる。
そこで，益金の額とは資本等取引以外の取引で純資産の増減の原因となる
べきものに係る収入金額その他経済的価値の増加額，損金の額とは資本等取
引および利益または剰余金の処分による取引以外の取引で純資産の増減の原
因となるべきものに係る支出金額その他の経済的価値の減少額をいうと考え
られる。ただし，法人税法上の資本等取引は，必ずしも企業会計における資
本取引そのものを指すわけではなく，法人の資本金額，資本積立金額の増加
または減少を生ぜせしめる取引をいう。
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3．法人税第22条と所得概念
現行の各事業年度の所得の金額は，益金の額から損金の額を控除して算定
する（法法22①）。益金の額に算入すべき金額は，「別段の定めがあるものを
除き，資産の販売，有償又は無償による資産の譲渡又は役務の提供，無償に
よる資産の譲受けその他の取引で資本等取引以外のものに係る当該事業年度
の収益の額」（法法22②）である。損金の額に算入すべき金額は，別段の定め
があるものを除き，⑴当該事業年度の収益に係る売上原価，完成工事原価そ
の他これらに準ずる原価の額，⑵当該事業年度の販売費，一般管理費その他
の費用（償却費以外の費用で当該事業年度終了の日までに債務の確定しない
ものを除く。）の額，⑶当該事業年度の損失の額で資本等取引以外の取引に
係るもの（法法22③）である。
このように，「法人税法は，課税物件たる各事業年度の所得がなんである
かを有権的に示さずに，直ちに，各事業年度の所得の金額の計算に入ってし
まって」（小宮［1966a］，223頁），「実定法上も所得の定義を明確にした規定は
な」く，「いわば所得の内包を示すことなく，その外延を源泉によって例示
ないし列挙することによって，所得税の課税の対象を試みている」（金子
［1966］，1251頁）のである。つまり，法人税法では，所得概念の規定をせず，
各事業年度の所得の金額の計算について規定している。なお，旧法人税基本
通達の公定解釈（純資産増加説）は，現行通達には存在しない（酒井［2014］，
71頁）。しかし，前節で述べたように「旧法を基本的に変えないという立場で
あったこと」はいうまでもない。
それはともかく，法人税第22条第1項の規定は，「差額概念としての『所
得の金額』をダイレクトに各事業年度に分配するという手続を採らず，所得
の積極的な構成因子である益金と消極的な構成因子である損金を事業年度ご
とに対比して，結

果

と

し

て

，所得の厳密な期間的割当を期待するものであり，
成果計算原理の承認である」（小宮［1966a］，219頁）とされる。つまり，発生
主義は，法人税法にも妥当するが，「収益・費用の発生というのはきわめて
抽象的，不確定な原則であり，租税法においてはより明確な基準が求められ
る。そこで法人税法においては，企業会計上の実現主義ならびに費用・収益
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対応の原則を採用している」（水野［2011］，370頁）のである。
このことから，法人税法第22条第2項の規定は，「実現した利益はすべて
益金に含まれる，というのが，この規定の趣旨であり，その意味で，法人税
法においても所得概念は包括的に構成されていると解すべきである」（金子
［2014］，296頁）と，わが国の法人税法は包括的所得概念を採っていると解釈
されている。つまり，「税法は，企業会計の手法によって計算された利益金
額を基礎として算定されるのである。もっと厳密にいえば，企業会計におい
て算定された企業利益を修正するのではなくて，その算定の方法について規
制を加えることによって，『課税所得金額』を算定」（武田（昌）［2001］，69頁）
する。ただし，「今日では，実現概念は所得概念の要素ではないという考え
方が支配的で」，「公平負担の要請，租税回避の防止，その他の政策的必要性
がある場合には，未実現の利得に対して課税すべきであると言う考え方が強
い」1（金子［1975］，1098頁）とされる。
ここで所得概念との関連で問題となるのは，「無償による資産の譲渡又は
役務の提供，無償による資産の譲受け」の解釈である。この解釈においては，
⑴無償の資産譲渡および役務提供に関する規定は創設規定と確認的規定のど
ちらか，⑵無償の役務提供の収益認識の範囲，⑶資産と役務の低額譲渡につ
き収益の認識ができるか，について争点がある。
⑴について，①有償取引同視説（2段階説），②同一価値移転説，③適正
所得算出説および④増加益清算所得説（実体的利益存在説あるいはキャピタ
ル・ゲイン課税説）がある。有償取引同視説は，「通常対価による有償取引
が行われ，その取得した対価を供与（寄附金等）したと擬制して法人税法の
規定を適用する」（大淵［2008］，42頁）と考える。例えば，土地（帳簿価額500
1 本来，包括的所得概念では未実現の利得にも課税される。しかし，「未実現の利得に課
税するためには，すべての納税者の所有資産をはあくし，定期的に評価することが必要に
なるが，大きな負担となる。その意味で，実現した利得にのみ課税するのが，実際的原理
に合致する」（金子［1975］，1090頁）とされる。つまり，「所得税法や法人税法が，未実
現の利得を課税対象から除外しているのは，実際の便宜の考慮，伝統的会計慣行の影響等
によるもので実現した利息のみが所得であるという考え方によるものではない」（金子
［1975］，1099頁）のである。しかしながら，『企業会計原則』では，贈与その他無償で取
得した資産については公正な評価額をもって取得原価とする（貸借対照表原則五Ｆ）。
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借方科目 借方金額 貸方科目 貸方金額
現 金 20，000，000 土 地 譲 渡 益 20，000，000
土 地 譲 渡 原 価 5，000，000 土 地 5，000，000
寄 付 金 20，000，000 現 金 20，000，000
借方科目 借方金額 貸方科目 貸方金額
土 地 20，000，000 土 地 譲 受 益 20，000，000
万円，時価相当額2，000万円）の土地を無償譲渡した場合の簿記上の仕訳を
示すと次のとおりである。なお，譲渡対価を現金で受領したと仮定する。
この場合，寄付金は土地譲渡益と土地譲渡原価の差額ではなく，その差額
1，500万円が課税所得となり，寄付金として経費2，000万円が計上されるので，
結果として500万円の損失となる（武田（昌）［1972］，142‐143頁）。
なお，譲受側の仕訳は，次のようになる。
この場合に，譲渡側は寄付金のうち損金算入限度額を超える金額が課税さ
れ2，譲受側は譲受益に課税されることになる3。
同一価値移転説は，無償取引による資産の譲渡および役務の提供を受けた
法人は，論理的には，譲渡または提供をした法人に事前に同一額の価値が存
在していなければならず，同一額の価値が収益として発生していなければな
らないという考え方である（岡村［1987d］，3頁）。
適正所得算出説は，正常な対価取引を行った法人との負担の公平の確保・
維持する観点から無償の資産譲渡を収益取引と考える。この場合，通常の対
価相当額のうち，贈与と認められる部分は寄付金となる。それ以外は，広告
費・宣伝費などの費用として損金に算入される（金子［2015］，308頁）。金子は，
2 寄付金の損金算入限度額の計算に関しては，事業に関連しない寄付金がその対象になる
のかどうかについて異論もあるが，本稿では益金に関連して議論を行うことが目的である
ので，ここではこの問題についてこれ以上触れない。
3「無償による資産の受入は，出資の受入と構成する余地もある。たとえば，親会社が子
会社支援のために行う資産の無償譲渡や，国からの補助金等がそうである。」（岡村［2006］，
36頁）
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相互タクシー事件に対する最高裁判所の1966（昭和41）年6月24日の判決（民
集20巻5号1146頁）および第二次まからずや事件に対する大阪高等裁判所の
1968（昭和43）年6月21日の判決（シュトイエル78号36頁）の2つの判例以
外に，「旧法について，無償譲渡からも益金が生ずると言う法理を正面から
はっきりと肯定した判決は見当たらない」（金子［1983］，151頁）ことから，「現
行法22条2項の規定は，確認的規定ではなく，無償取引の場合にも通常の対
価相当額の収益が生ずることを擬制した一種のみなし規定4であり，創設的
規定である」（金子［1983］，155‐156頁）とする。つまり，収益は経済価値の流
入という実現により認識されるが，無償取引は経済価値が流入しないにも関
わらず，収益として益金に算入することから，創設的規定となる。
これに対して，岡村は，譲渡人または譲受人あるいは移転された資産自体
について発生したキャピタル・ゲインのいずれに着目して説明するかという
説明の仕方の違いに過ぎないとする（岡村［1987d］，3頁）。
有償取引同視説は租税回避の否認を行なうための論理であり，同一価値移
転説は資産の無償譲渡に関して発生している利益の実在を前提として，はじ
めて成り立ちうる（岡村［1987d］，8頁および10頁）。適正所得算出説は両者に
係る論理である。これらの考え方について，岡村は，「擬制に基づく課税は
租税回避の否認と全く同じ論理構造を持」ち，「課税はあくまでも納税者が
現実に行った取引を対象とするのが原則であり」，「法人税法の最も基礎とな
る規定である22条2項が，擬制に基づく課税を根拠付けているとすることは，
4 金子は，別の個所で次のようにも述べている。2段階説の擬制の代わりに，通常の対価
相当額による取引のみがあったという犠牲（1段階説）に基づいて，取引の両当事者を通
じて一貫して調整措置を定めることを妥当とする。例えば資産の無償譲渡の場合には，資
産を譲渡した法人はその資産の時価相当額を益金に算入し，資産の譲受人は，それを時価
で取得したものとしてそれに時価相当額の取得価格を付し，同じ金額を益金に算入するこ
とはしない（金子［1983］175頁）。つまり，譲渡人は寄付金処理をしない。また，「無償
による資産の譲受け」は益金になる（法法22②）ので，この処理は法人税法上妥当とはい
えない。「無利息融資の場合には，融資した法人は，利息相当額を益金に算入しなければ
ならないが，それを寄付金に算入することはできない。相手方は，利息相当額を支払った
ものとして，それを損金に算入する。もちろん，利息相当額が相手方の益金に算入される
ことはない。」（金子［1983］，175頁）
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租税法律主義から見て適当ではない」（岡村［2006］，37‐38頁）と批判する5。
また，これらの考え方では，資産の無償譲渡について説明できても，低額
譲渡6および無利息貸付について説明することはできない。低額譲渡の場合
に法人税法第22条第2項によって時価での収益認識を行うことについて，無
償譲渡に含める考え方，一部売買・一部贈与の混合契約と捉える考え方があ
るが，前者については低額譲渡を無償とみるのは事実に反するし，後者につ
いては民事法上1つしかない契約を税務上否認して混合契約と犠牲するため
には別個特別の規定が必要であることから適切でない（岡村［1987c］，20‐21頁）。
無利息貸付について，法人税法第33条第5項を援用して「経済的利益」が生
じたとする考え方は，借主には妥当であって，貸主には実体的利益は発生し
ていない。さらに，「経済的利益」を法人税法第22条第2項に基づいて計上
することには無理がある。
そこで，岡村は増加益清算所得説を主張する。この説によれば，購入時か
ら値上がりしている資産の譲渡において，値上がり益は資産を保有していた
譲渡者に帰属することになるので，「譲渡者は，譲渡資産に係る価値変動を，
譲渡を機会として清算し課税を受けるべき」（岡村［2006］，36頁）とされる。
これは，資産に内在する価値相当額が支配者から離れて外部に移転するとき
に収益を認識するという考え方である。この考え方によれば，第22条第2項
の規定は，「旧法の法解釈上妥当と考えられるところを明文化したもの」（大
淵［2008］，42頁）で，確認的規定となる（酒井［2014］，22頁）。
法人税法第22条第2項は，実現した実体的利益が，原則的な法人税法上の
所得であることを示しており，これに対する例外が認められるためには別段
5 この批判に対して，金子は「22条2項は，限界はあるが大きな回避否認効果をもってい
るといえよう・・・・この規定の中にそのような目的を読み込むことは可能である。ただし，
この規定の直接の目的は，適正所得の算出を通じて納税者間の公平を維持することにある
と考えるが，それは同時に二次的にではあるが，回避否認の目的をも併せもっていると解
したい。」（金子［1983］，172頁）と述べる。
6 低額譲渡について，時価と譲渡価額の差額のうち実質的に贈与または無償の供与をした
と認められる金額は寄付金の額に含まれる（法法37⑥）ために，寄付金の無償譲渡と同様
に処理される。しかし，寄付金のように別段の定めがある以外の広告費・宣伝費などの費
用として低額譲渡をした場合，寄付金と同様に譲渡益を認識できるかどうかは問題が残る。
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借方科目 借方金額 貸方科目 貸方金額
寄 付 金 20，000，000 土 地 譲 渡 益 15，000，000
土 地 5，000，000
の定めが必要である（岡村［1987c］，8頁）。つまり，法人税法第22条第2項の
みにおいて「無償による益金の加算が行われることはありえず，認定された
収益が寄付金等に該当し，損金算入が制限ないし否認される場合にのみ，そ
の限りで調整される」（岡村［1987c］，7頁）と考えられるからである。したがっ
て，前述の資産の無償譲渡における譲渡人の簿記上の処理は，次のようにな
らねばならない。
寄付金が全額損金算入されれば，キャピタル・ゲインである土地譲渡益と
相殺され所得は発生しないが，寄付金損金算入限度額を超える部分の金額は
所得を構成し課税の対象となる。なお，土地の帳簿価額に対応する寄付金は
全額損金算入または一部あるいは全額損金不算入となる。
このことから，資産の無償譲渡・低額譲渡は，法人税法第22条第2項にお
いて，実現主義の原則に対する例外として，別段の定めにある寄付金規定の
適用に応じて，キャピタル・ゲインを通して既に発生している時間までの利
益を，まだ未実現である段階で認識する規定として機能することになる（岡
村［1987c］，18頁）。
無利息の融資の場合も同じ論理で説明すると，金銭債権を保有する者には，
それが無利息であっても実質的には債権の値上がり益の形で所得が発生して
いることになる。つまり，土地などの他の資産の保有利得に課税するのと同
じ根拠から課税される（岡村［1987e］，35頁）。例えば，100万円を無利息で融
資をし，1年後に100万円の返済を受ける場合，利息を10％とすると現在価
値は，100万円÷1．1の90万9千円（円未満切り捨て）となる。100万円と90
万9千円の差額9万1千円が保有利得（キャピタル・ゲイン）となる。
よって，増加益清算所得説では「無利息貸付に係る債権・債務をその貸付
時における現在価値で評価し，無利息貸付という利息貸付と金銭の贈与の併
存する取引と考える」（岡村［1987e］，33頁）のである7。
このように，包括的所得概念のもとでの資産の無償譲渡などの対価相当額
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の益金の額への算入の説明について見解が分れている。
⑵については，上述のように「無償による役務の受領については，それに
よって支出すべき費用が減少し，その分課税所得が増加することから，その
経済的利益を益金とする必要はない」（岡村［2006］，36‐37頁）という見解もあ
るが，①無償による役務の提供によりすべて収益が発生する（無限定説），
②無償による役務提供が租税回避による場合に収益が発生する（租税回避収
益認識説）8および③無償の役務提供の目的によって収益が発生する（限定
費用対応収益認識説）という経済的利益を益金とする見解が一般的である9
（大淵［2008］，43‐44頁）。
有償取引同視説，同一価値移転説および適正所得算出説のように，法人税
法第22条第2項が創設的規定とすれば，無償の資産による譲渡取引と同様に
無償による役務の提供から収益が発生する。しかし，その場合，擬制取引を
前提とするので，租税回避収益認識説と同様に前述の岡本の「租税法律主義
から見て適当ではない」という批判を受けることになる。
限定費用対応収益認識説は，清水惣事件大阪高等裁判所の1978（昭和53）
年3月30日の判決（訟務月報24巻6号1360頁）にみられる。
無償による役務の提供について益金に算入する必要はないという見解もあ
るが，無償による資産の譲渡と同様にその経済的利益を益金に算入するとい
う解釈が通説である。これに対する岡本の批判は，前述のとおりである。
7 ただし，「借主である法人は，37条は贈与を行った者に対して寄付金を認定する規定で
あり，贈与を受けたものにおいては無関係であるから，債務を現在価値によって評価する
ことを強制することはできない」ので，「借主に対する課税のためには，借主が現在価値
によって債務を評価するための規定が必要である。」（岡村［1987e］，37‐38頁）
8 無償譲渡および低額譲渡の明示的規定のなかった旧法の下では，税務当局は低額譲渡に
ついて同族会社の行為計算否認規定により時価との差額を収益として認定する方針を採っ
ていた（碓井［1977］，63頁）。
9 限定説によれば，広告宣伝目的で無償の役務を提供する場合，通常の対価相当額を益金
に計上すると同時に同額を損金に算入することになるので，「無償取引のす

べ

て

について
対価相当額の収益を擬制したものと解するのは正当でない」（碓井［1978］，5頁）との主
張がある。これに対して，無限定説によれば，無償取引から収益を認識することと損金を
算入することは別の問題であり，収益レベルの問題としては無償の取引を収益として計上
することに問題ないとされる（高橋・福岡［1978］，73頁）。
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⑶について，消極説によれば「資産の譲渡に例を取るならば，譲渡は有償
であるか無償であるかのいずれかであり，概念上は一部有償・無償一部とい
うようなことはありえず，したがって低額譲渡は有償譲渡の一つの場合10で
ある」（金子［1983］，164頁）との解釈がある。しかし，通説は，「22条2項の
趣旨が，適正所得の算出，すなわち正常な対価で取引を行った者との間の公
平を確保し維持することにあると考えると，22条2項にいう無償取引は厳密
な意味におけるそれよりも広く，低価格取引をも含む趣旨であると解すべき
である」（金子［1983］，165頁）とする。つまり，「低額取引について，取引価
額と通常の対価相当額との差額のうち贈与と認められる部分は寄付金となる。
それ以外は，広告費・宣伝費等の費用として損金に算入される」（金子［2014］，
297頁）のである。これに対して，前述の岡本の批判がある。
このように，法人税第22条第2項が無償による資産の譲渡などにおいて，
対価相当額を収益とする背景には，包括的所得概念があるものと考えられる。
その意味で，「企業会計上の実現概念からすると，無償取引について収益を
計上する一方で，寄附金を認識する2段階説による会計処理は『公正処理基
準』として理解されない。」（大淵［2008］，42‐43頁）のである11。つまり，「課
税上では，基本的には，収益の計上について権利確定主義（引渡主義）を基
本とし，弾力的な会計慣行を認めながらも，税法固有の必要性から，その慣
行を踏まえた上で厳格に取り扱っているのである。」（武田（昌）［2001］，91頁）
これを受けて課税所得計算と企業会計の利益計算について，シャウプ勧告
以後の論点を整理すると次のようになる。
10 清永は，無利息融資を譲渡者側からキャピタル・ゲインが生じる無償資産の譲渡のよう
に有償取引同視説で説明することは困難であるとする。これに代えて，利益を受ける側か
らそれに見合う収益の発生を肯定する同一価値移転説を採る（清永［1978］，5頁）
11 譲渡を権利，財産，法律上の地位などその同一性を保持させつつ他人に移転する，原始
取得に対する承継取得の原因の1つの行為と考えるならば，「他人に移転することに対す
る報酬，対価の有無を問わない」という「意味においても，無償による譲渡によって生ず
る収益を企業会計上も認識すべきことが理論的にみても正当である」（武田（昌）［1972］，
148頁）とする見解があるが，通説とはなっていない。
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4．税法調整意見書における課税所得計算と会計の役割
シャウプ使節団は，課税所得計算において会計の役割および帳簿と記帳の
重要性を勧告した。これは，次の証言にみられるように，大蔵省主税局の関
係者に大きな影響を与えた。
忠 会計というものを組織立てて，会計の上に課税しろというような発想はシャウプが残
したものである。（中略）
平田 ・・・・・どっちかというと主税局は伝統的に財政学とか経済学的なことは大分勉強し
ていたけれども，いわゆる税法学とか会計学と歩調をとって非常に合理的なことをやると
いうことについてはおくれていましたね。それをシャウプ勧告は―ウォーレンはコロソビ
ア大学の法学部長で税法学の大家だし，サリーさんも当時はカリフォルニア大学，あとで
ハーヴァード大学で税法学の第一人者でしょう。その連中がよつてたかつて非常にむずか
しいことを言ったけれども，言った点は青色申告の制度と並んでシャウプ勧告の偉大なる
功績だと，こう思うが，どうですか。いわば法人・個人を通ずる所得課税システムの近代
化・合理化を実現したわけだ。（平田・泉・忠共編［1979］（上），402頁および446頁）
シャウプ勧告を受けて，1950（昭和25）年の税制改正において，青色申告
制度が導入され，その要件の一つとして，所得税法では「正規の簿記の原則」，
法人税法では「複式簿記の原則」に従って帳簿記入を行ない，損益計算書お
よび貸借対照表の作成が義務づけられた。
これについて，忠は，1950（昭和25）年の大蔵省令第44号による改正後の
所得税法施行細則第10条第1項において，「正規の簿記の原則」ということ
ばを継続して使用しているが，「正規ということばが簿記ということばにか
かるよりも，より以上に原則ということばにかけられている，そういう感じ
がしないものであろうか。」（忠［1953］，175頁）と述べている。しかし，同年
大蔵省令第45号による改正後の法人税法施行細則第11条においては，「正規
の簿記の原則」が「複式簿記の原則」となっている。これに対して，忠は，
所得税法施行細則の立場が思想的にはスマートであって，法人税法施行細則
の立場は，小手先が過ぎて本則本来のねらいを曖昧にしてしまったようであ
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る」（忠［1953］，209頁）と批判的である。
忠のいう「本則本来のねらいを曖昧にしてしまった」とは，「近代的租税
制度の中核をなすものは，所得を捕捉して課税する所得税および法人税であ
り，その所得税課税の中心問題は，適正妥当な把握にあるところから，近代
課税は，近代的な会計学の基礎に立つて成立すべきものと考えている」（忠
［1953］，214頁）からである。
税法意見書①は，「この正規の簿記の原則を構成するところの一般に認め
られた会計諸基準12こそ，企業の所得決定の原則として基本をなすものであ
る。」「税法においても，明文をもって正規の簿記の原則を認め，企業の純所
得の決定に関しては，健全な会計慣行を尊重するごとき規定の設けられるこ
とが望ましい。」（企業会計基準審議会［1963］，総論第一，一）と述べる13。ここで
いう「正規の簿記の原則」14は，所得税法や『企業会計原則』上の「正規の
簿記の原則」とは異なり，「帳簿記入の形式のみならず，その実質的内容に
も関係をもっている」，したがって「簿記は会計よりもひろく，会計は簿記
のなかに包含される」のである。（飯野［1954］，37頁）
これは，「正規の会計原則15においては，費用および収益の会計的認識のた
めに，まず発生主義の基準が適用されるが，専ら発生主義のみによって純利
12 税法意見書①では，「継続的に適用される一般に認められた会計原則」「公正妥当な会計
原則」という用語が用いられるが，これらは『企業会計原則』と同一なのかどうかが不明
瞭である（忠［1952a］，⑵面）。
13 黒澤は，税法意見書①の根底には，「企業の真実の所得は，一般に認められた会計原則
によってのみ決定される」，「税法の精神は，企業の真実の所得を求めてこれに課税するも
のでなければならない」という2つの思想が流れている（黒澤［1952］，1頁）と述べる。
14 ドイツ商法上の正規の簿記の諸原則（Grundsätze Ordnungsmässiger Buchführung：
GOB）は複数形で用いられているが，企業会計制度対策調査会の速記録では正規の簿記
の原則と単数形で訳出してある。税法調整意見書①も同様である。この訳出がその内容を
めぐり混乱をもたらしている。飯塚は，法人税法第130条および所得税法第155条の規定は
ドイツの「商業帳簿の証拠価値」を認める条文である（飯塚［1988］，7頁）と主張して
いる。したがって，「正規の簿記の諸原則は一種の集合概念であって，内容が単一でない」
「その意味では日本も同じであるので，単数形はおかしい」（飯塚［1988］，10頁）と指摘
する。なお，GOBの訳語としては，整然タル簿記ノ原理，正常ナル簿記ノ原則，正規の
簿記原則，正規簿記の諸原則，秩序的簿記の原則，通常ノ簿記ノ原則などがある。
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益を確定するのではない。毎期の純利益を決定する条件として，一会計期間
において発生した費用および収益が，その期間において実現したものである
ことを要する」（企業会計基準審議会［1953］，総論第一，二）という文言と符合す
る。
山下［2015］で検証した『企業会計基準法（案）』（企業会計の原理）第2
条の正規の会計原則と第3条の正規の簿記の原則を含めた内容が税法意見書
①でいう正規の簿記の原則と考えられる。結果的には，正規の会計原則は準
拠性の原則であるので，『企業会計基準法』の国会提出が断念された時点で
その意義を失い，『企業会計原則』設定の段階では一般原則に取り入れられ
ず，正規の簿記の原則のみが残ることになる。つまり，正規の簿記の原則は
「帳簿記入の形式」であり，正規の会計原則は「実質的内容」であると考え
ると筋がとおる。これについては，「一般に認められた公正妥当な簿記会計
の原則」（忠［1963］，37頁）という文言がよくその内容をあらわしている。
税法調整意見書①に対する税務官庁側からの忠（当時国税庁調査査察部
長）による総括的印象は，次のとおりである。
⑴ 『企業会計原則』を与えられた至上のものとして，そちらの方へ税法
を引き付けるという感じが強く出ている16。税法からは方向が逆である
という感想が湧いてくる。
⑵ 「確立した会計原則」あるいは「一般に認められた会計原則」として
断定的に書いてある部分が相当多く目につくが，はたしてそうであるか
どうか疑わしい。
⑶ 用語が性質上会計概念あるいは経済概念に立っており，法律上の概念
の見方に立って慎重に考える必要がある。
⑷ 『企業会計原則』を前提に税法との矛盾対立の調整を行なう。しかし，
税法の立場を考えると，『企業会計原則』のみが唯一のものではない。（忠
15 正規の会計原則と正規の簿記の原則が割合に整理されずに用いられている（忠［1952a］，
⑵面）。
16『企業会計原則』は，「企業の実務家のすべてに支持されたものでなければ，いわんや税
法の影響があったとはいえ，これが企業会計の実際を支配する唯一の指針ではなかった」
（塩崎［1967a］，89頁）。
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［1952a］，⑴面）
次に税法と会計原則をめぐる見解として，次の同一説，相互独立説および
誘導説をあげることができる。
⑴ 同一説では，決算上の企業利益と課税所得は同一となる。これには，
次の2つの考え方がある。
① 決算上の企業利益を目標として，課税所得がそれに同調すべきであ
る。
② 課税所得を目標として決算上の利益がそれに同調すべきである。
⑵ 相互独立説では，決算上の企業利益はその経理目的にしたがって任意
に計算され，課税所得は税法目的にしたがい任意に計算される。
⑶ 誘導説では，決算上の企業利益と課税所得は目的が違うので完全な一
致を期待することはできないが，同一の会計帳簿により計算が行なわれ
る。（忠［1952a］，⑵面）
現行の確定決算基準のもとでは，誘導説が採られており，同一説および相
互独立説は採られていない。税法意見書①は，原則として同一説の立場なが
ら，資本概念の相違などを反映して実際上誘導説によらざるを得ないという
立場である。このことは，税法調整意見書②においてより鮮明になる。
それはさておき，税法調整意見書①は税法側から多くの批判が寄せられた。
とくに，あまりにも『企業会計原則』を強調して独善的であるという批判に，
黒澤は，「あまりにも企業会計原則を強調し，税法を過小評価しているとい
うごとき印象をもたれるむきがあるそうだが，それはとんでもない誤解であ
る」（黒澤［1952a］，7頁）とし，税法の立場からの同調しえない理由を取り上
げ，次のように総括している。
第1に，日本の会計学者の足並みが非常に乱れていることである。例えば，
圧縮記帳や建設助成金の解釈の多様性である。この要因は，この種の会計学
者が税法の立場を無批判に受け入れることから生じたものである。第2に，
一般に認められた会計原則が『企業会計原則』であるとして，これには多く
の不備があり，そのまま税法に押し付けられても困るという主張である。こ
れについて，「『企業会計原則』は，確固不動の原則ではない。正しい批評は
摂取して，すでに自己発展をとげていることを了解してもらわねばならな
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い。」（黒澤［1952b］，2‐4頁）とする。
次に，課税所得計算における純資産増加説について付言する。企業会計側
から，「財産目録を，期始および期末に二枚作れば，それで確実に所得は求
められるというふうな行き方をとられますと，折角会計記録のため努力いた
しましたことが無意味になってしまう」（円卓討論［1952］，96頁，青木倫太郎発
言）との懸念が示される。これに対して税務官庁側から，「税法の規定が悪
いことにつきましては甘んじてその非難を感じておりますが，財産増加説（純
資産増加説―山下）そのものをとっておるんではないかという点については
かならずしもそうではないということをどうかご諒承願いたいと思います」
（円卓討論［1952］，101頁，泉美之松発言）との弁明がある。つまり，「課税所得
の概念が純資産増加説によるというのは，」「成果計算原理の思考の形式を前
提として構成せられる」（忠［1952e］，79頁）と解釈される。
さらに，企業利益と課税所得計算上で具体的に相違する項目が税法調整意
見書①において各論において列挙されているが，「所得の概念は，エンティ
ティ・セオリーをとるか，企業を株主の集合体と見るかによって変ってく
る」（円卓討論［1952］，106頁，片野一郎発言）という指摘がある。確かに，企業
会計において会計主体として企業実体論（あるいは企業体理論）を採るか，
それとも所有主理論（あるいは株主代理人理論）を採るかにより，資本概念
が異なり，結果利益概念に差異が生じる。
これについて，例えば，企業を株主の集合体とみなす法人擬制説（株主集
合体説）の立場から，法人税を課す場合に配当所得に対して配当控除を行っ
て2重課税を調整するにしろ，法人税を課さずに配当所得にのみ課税をする
にしろどの会計主体の立場を採るかは影響がない（円卓討論［1952］，108頁，黒
澤発言）とされる。税務官庁側からは，「法人の所得として課税されたものが
個人に対して課税されないという原則は，租税政策面から考えられて決定さ
れる」（円卓討論［1952］，110頁，忠発言）もので，会計主体の問題ではないとす
る。つまり，法人実在説（法人独立課税説）であれ法人擬制説であれ企業会
計でいう会計主体と関連付けて論ずることはできないということになる17。
それはともかく，税法側の立場を考慮して公表されたのが税法調整意見書
②である。税法調整意見書②は，まずその内容について「調整問題検討の立
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脚点を企業会計原則の立場のみにおかず，できるだけ税法における課税所得
計算の原則をも考慮に入れて調整の可能性を検討し，企業会計原則自体に問
題があると思われる主なものを指摘している。」と述べている。また「税法
が課税所得の計算に当たり基本的に企業の自主的経理を尊重すべきことの主
張を基調としている。このような主張は，企業が商法その他の法令の計算規
定を遵守し健全な会計慣行によって経理を行なうことを前提としていること
はいうまでもない。この時に当たり，企業経理の健全化を推進するためにわ
が国会計実務において指導的な役割を担っている公認会計士等の職業専門家
のいっそうの研鑚を期待したい」とする18。
税法調整意見書②は，総論において，第1に「税法における適正な企業経
理の尊重」を訴える。これには，「企業会計に準拠する旨の基本的考え方の
導入」として，「税法の各事業年度の課税所得は，企業会計によって算出さ
れた企業利益を基礎とするものである。すなわち，課税所得は，企業利益を
基礎として税法特有の規定を適用して計算されるものである」ことを要求す
る。いわゆる確定決算基準19である。
第2に，税法は，企業間における課税の公平性を維持するために，課税所
17 前述の片野の発言は，資本概念の相違に関連するもので，法人実在説と法人擬制説にお
ける課税技術の問題に関連するものではない。ただ，法人実在説と法人擬制説のいずれか
を採るかにより資本概念が違ってくるわけではなく，企業利益概念と所得概念の相違によ
り資本概念が違ってくる。
18 税法意見書②は，税法意見書①に比べて税法側からの評価は高い。その特徴は次のとお
りである。⑴調整の実現が可能であると思われる主なものを取り上げ，その調整について
できるだけ具体的な方策を示している。⑵調整の対象を税法と『企業会計原則』のみに限
定せず，税法，税務行政と『企業会計原則』，企業会計実務との間に存する調整の際につ
いても取り上げている。⑶調整にあたっての立脚点を『企業会計原則』の立場にのみおか
ず，できるだけ税法における所得計算の原則をも考慮に入れ，また，『企業会計原則』自
体に問題があると思われるものについてはこれを指摘している（塩崎［1967a］，90頁）。
19 ドイツ「税法上の正規の簿記の諸原則とは，基準性の原則（確定決算主義の原則）と健
全な会計慣行との二側面から成っているのである。わが国の場合，商法規定のなかに」「一
般規定が欠けているため，税法の側としては，確定決算主義の原則のいま一つの側面を明
確に確認するために」「課税所得は企業利益に基づいて計算する」という規定を設ける必
要があった（武田（隆）［1967a］，61‐62頁）。
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得の計算に当たって，企業の会計方法の選択性の抑制，会計方法の適用条件
の規制，費用の損金算入額および重要性の判断についての画一的基準の設定
を行なっているが，税法の各種の規制は，企業会計をゆがめ，また企業の実
態に即応しない結果を生ぜしめるので，これを大幅に緩和することとし，可
能な限り課税所得の計算を，継続性を重視した企業の自主的判断に基づく適
正な会計処理にゆだねることとすることが適当であるとして，「自主的経理
の容認」を要求する20。
第3に，ある会計処理について税法と企業会計との間には何ら理論的な差
異の存在は認められないにもかかわらず，その会計処理の前提となる会計的
事実の認定をめぐって税務官庁と企業との間に絶えず見解の相違をきたす事
項が存在していることである。例えば，資本的支出と修繕費の区分，貸倒れ
の認定，時価の認定などがこれである。税務上これらの事実認定が厳格に行
なわれることから，企業の実態に即応しえない場合も生じている。したがっ
て，これらの会計的事実については企業の妥当な判断による認定を行なう余
地を税務上認めることが望ましい。つまり，「事実認定の自主性」の尊重で
ある。
第4に，税法は，減価償却費，引当金，準備金への繰入額などについて，
確定した決算において損金経理を行なうことを要件として，これらを損金の
額に算入することを認めている。しかし，税法が損金経理を内容とする確定
決算基準の適用を拡大して，価格変動準備金（現在廃止されている）など企
業会計上費用と認められない項目についてまで損金経理を要求していること
は妥当でない。したがって，税法としてはこれらの項目について確定決算を
要求するとしても，損金経理の方式に代えて，企業が利益処分においてこれ
らの準備金を設定している場合には，納税申告書において準備金への繰入額
を減算して課税所得を算定することとすることが望ましい。つまり，「決算
表示上の規制の排除」を要求する。
「企業の会計実務における継続性の重視」として，会計方法は，当該企業
20 会計方法の選択を抑制し，その適用条件を限定することは，企業間における風の公平性
を維持するためであると解されているが，税法では先入先出法や移動平均法などの選択，
定額法や定率法の選択を認めている。（番場［1967］，6‐7頁）。
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に妥当なものと認められて選択されるものであり，その選択適用について弾
力性が認められていることから，いったん選択した会計方法を企業が継続的
に適用しなければならない。それは，会計方法の継続的な適用が行なわれな
い場合には，企業の期間利益は，恣意的に操作されることになるからである。
したがって，「税法の各事業年度の課税所得は，企業会計によって算出され
た企業利益を基礎とするものである」という税法における企業の自主的経理
の尊重に基づいて税法が企業利益を基礎とするためには，企業が自ら適正な
会計方法によって会計処理を行なうことはもちろん，会計方法の継続的適用
をとくに厳守し，適正な企業利益の算出に努力しなければならない21。
5．税制簡素化案と公正処理基準
税制調査会「税制簡素化についての第一次答申」（1966（昭和41）年12月）
は，課税所得の計算の弾力化－商法，企業の会計慣行との開差の縮少のため
に，所得計算の基本規定を次のように述べている。
「課税所得は，本来税法通達という一連の別個の体系のみによって構成されるものでは
なく，税法以前の概念や原理を前提としているといわねばならない。絶えず流動する社会
経済事象を反映する課税所得については，税法独自の規制の加えられるべき分野が存在す
ることも当然であるが，税法において完結的にこれを規制するよりも，適切に運用されて
いる会計慣行にゆだねることの方がより適当と思われる部分が相当多い。」「このような観
点を明らかにするため，税法において課税所得は，納税者たる企業が継続して適用する健
全な会計慣行によって計算する旨の基本規定を設けるとともに，税法においては，企業会
計に関する計算原理規定は除外して，必要最少限度の税法独自の計算原理を規定すること
が適当である。
なお，これと関連して，納税者が事前に定めた会計処理手続について税法当局に確認を
21「企業利益と課税所得は，単に量的にのみ食い違うのか，あるいは質的にも相違するの
かが問題である。利益概

念

と所得概

念

の差異は，期

間

利益計算の観点から規定されるので
はなく，むしろ全

体

利益計算の観点から考察されるべきであろう。」（武田（隆）［1967a］，
63‐64頁）
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求め，これによる会計処理は税務調査上是認されることとすることによって，できる限り
調査上の問題を少なくする方法を研究すべきである。」
塩崎潤（当時主税局長）によれば，「税制簡素化の狙いは，経済社会全般
の生産性の向上である。それは経済社会全般であるから，納税者だけの生産
性ではなく，税制がある以上，調査のため必要な税当局をして無駄な検算や
不合理な否認の事務に従事させることを少なくして，できる限り生産性を高
める」（塩崎［1967c］，11頁）ことにある。
わが国における税制簡素化の要望への背景は，次のとおりである（塩崎
［1967c］，11頁）。
第1に，わが国税制ないし税務行政に特徴的な強い画一主義の傾向である。
これにより，事情の異なる納税者の個別性を無視し，個別事情に即した合理
的な解決や計算処理を排斥する傾向がある。
第2に，租税法律主義の過剰な適用である。租税法律主義の意味するとこ
ろは，税法以前の社会的事実である所得や企業利益，あるいは財産の定義や
計算原理をこまかく規定するところにあるのではなく，課税標準が何か，税
率はどの程度かという租税プロパーのことを法律で規定することにある。ど
この国の税法をみても，所得や企業利益の定義，あるいは計算原理は，税法
が前提とする社会的事実とみてこまかに規定していない。
このような税制簡素化に対して，塩崎は次のような批判があることを指摘
する。第1に，簡素化即減税あるいは簡素化を契機として税負担を軽減する
狙いがある，その反面，簡素化により増税になるとすれば現状のままでよい
とし，簡素化に反対する。第2に，税制簡素化はその社会的経済的意義より
もむしろ課税所得の計算が企業会計の計算に近づけば足り，両者の一致のみ
が簡素化の唯一の目的である。第3に，簡素化案が納税者側だけの簡素化で
あって税務側の簡素化にならない（塩崎［1967b］，2‐3頁）。
これに対して，塩崎は次のように反論する。税制簡素化の真の狙いは，減
税でも増税でもなければ，また，単純な課税所得と企業利益の一致にあるの
でもなく，事務手続きの煩雑さから解放して納税者，税理士，税務当局ひい
ては社会全体の生産性を向上させて経済の成長を助けるとともに，納税者の
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税制に対する理解を容易にして自発的協力を一層促進することにある。税法，
商法，企業会計あるいは課税所得と企業利益の一致というようなことは，そ
れを達成するための現時点的な一つの方法に過ぎない（塩崎［1967b］，3頁）。
つづけて，塩崎は，課税所得と企業利益の関係，さらに通達の役割につい
て，次のように説明する。
「課税所得と企業利益とは一致し，税法独自の計算原理や規制が少ない方が企業にも税
務当局にも簡便であり，また本来，税制は，税制以前に存在する企業や企業利益を前提と
して構成されている。現在の税法でも暗にこのことを前提として組み立てられている筈で
あるが，この前提が明文化されていないことや過去のいきさつ等から税法のなかに数多く
の所得計算規定が挿入されている外，通達で無数の会計処理基準が示されていて，それら
が果して，企業会計上当然の計算規定であるのか，あるいは税法独自の計算規定であるの
か，つまり，そもそも税法のなかの計算規定は，いかなる基準で採り上げられているかが
不分明となっている。私は，これらの税法の通達の計算規定の大部分は，企業会計の進歩，
納税者の自信，さらには税務側のケースバイケースの思想の習熟さえあれば削除してもよ
い筈の当然の規定と考えている。しかし，このようなドラスティックな削除案を提案する
と，法令や通達で示された計算規定という『より所』に慣れて，自ら解釈することに慣れ
ていない納税者あるいは企業の経理担当者と税務官吏とを奈落の底につき落すことにもな
りかねない。そこで，当然のことであるが，『課税所得は，納税者たる企業が継続して適
用する適正な会計慣行に従って計算する企業利益を基礎とする』旨の基本規定を税法のう
ちに設けることとしている（塩崎［1967b］，5頁）。
この見解は，従来課税所得の計算は企業利益を前提として行なわれていた
のを公正処理基準として明文化したものであること，公正処理基準による所
得計算規定について円滑に納税者や税務署員に周知させるために一時的に通
達により明らかにすることを述べている。これについては，公正処理基準と
は何か，公正処理であるかどうか前もって税務当局の確認を得る事前確認制
度と並んで通達による明示が租税法律主義に反しないかという問題が生じる。
これらの問題は，次節において論じる。
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6．法人税法第22条と公正処理基準
公正処理基準規定の創設（法法22④）について，藤掛一雄（当時主税局税
制第一課長補佐）は，次のように解説する。
「現行法人税における各事業年度の所得の金額は，その事業年度の益金の額から損金の
額を控除して計算することとされていますが，この課税所得は，本来，税法およびその通
達のみによって形成されるものではなく，税法以前の概念や原理を前提としているもので
あります。もちろん，絶えず流動する社会経済事象を反映する課税所得については，税法
独自の規制が加えられるべき分野が存在することも当然であります。しかしながら，この
課税所得の計算は，税法において完結的に規制するよりも，適切に運用されている企業の
会計慣行にゆだねることの方がより適切であると思われる部分が相当多いことも事実であ
ります。事実，法人税においては，このような現実を前提として従来課税所得の計算を行
なってきたところであります。」「しかし，最近，ややもすればこのような基本的な考え方
がゆがめられる事実が散見されましたので，今回の改正を機に当該事業年度の益金の額に
算入すべき収益の額および当該事業年度の損金の額に算入すべき売上原価，費用および損
失の額は，企業が継続して適用する『一般に公正妥当と認められる会計処理の基準』に従っ
て計算されるものである旨を規定することにより，課税所得と企業利益とは，税法上別段
の定めがあるものを除き，原則として一致すべきことを明確にすることとしたのでありま
す。」「ところで，ここにいう『一般に公正妥当と認められる会計処理の基準』とは，客観
的な規範性をもつ公正妥当と認められる会計処理の基準という意味であり，明文の基準が
あることを予定しているわけではありません。企業会計審議会の『企業会計原則』は，『企
業会計の実務の中に慣習として発達したもののなかから一般に公正妥当と認められたとこ
ろを要約したちの』といわれており，その内容は規範性をもつものばかりではありません。
もちろん，税法でいっている基準は，この『企業会計原則』のことではないのであります。
むしろこの規定は，具体的には企業が会計処理において用いている基準ないし慣行のうち，
一般に公正妥当と認められないもののみを税法で認めないこととし，原則としては企業の
会計処理を認めるという基本方針を示したものといえましよう。」「したがって，特殊な会
計処理について，それが一般に公正妥当な会計処理の基準にのっとっているかどうかは，
今後，種々の事例についての判断（裁判所の判例を含む。）の積み重ねによって明確にさ
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れていくものと考えます。」（藤掛［1967］，75‐76頁および西原［1967，74‐75頁］）
以上を要約すれば，次のとおりである。第1に，課税所得は，従来より税
法およびその通達のみによってではなく，税法以前の概念や原理，つまり企
業会計の慣行を前提として算定されてきており，これを今回明文化した。第
2に，課税所得と企業利益とは，税法上別段の定めがあるものを除き，原則
として一致すべきことを明確にした。第3に，税法でいう「一般に公正妥当
と認められる会計処理の基準」は『企業会計原則』のことではない。第4に，
原則としては企業の会計処理を認めるという基本方針を示したもので，特殊
な会計処理が一般に公正妥当な会計処理の基準であるかどうかは，種々の事
例についての判断（裁判所の判例を含む）の積み重ねによって明確にされる。
『企業会計原則』が「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」のこ
とであるかどうかについて，付言すると次の2点が問題点としてあげられる
であろう。
第1に，わが国の『企業会計原則』の規定のうち学説として確立せず，実
務として論争となっている若干の規定は，一般に認められた会計の慣習と考
えられるべき位置に到達していない。学説として大体において確立し，実務
としても大体において普遍妥当化しているものに限って，一般に認められた
会計慣習と考えられるべきである（忠［1953］，35頁）。
第2に，あらゆる業態の大小やあらゆる納税者に接する税法としては，法
令その他により強制される場合を除く他任意に適用される税法上の前提とし
て『企業会計原則』のみを考えることはできない（忠［1953］，661頁）。
公正処理基準については，日本税法学会第33回において，「法人税法の22
条4項の解釈論及び立法論」をテーマとして，1967（昭和42）年11月11日～
12日の2日間にわたりシンポジウムが行なわれた。そこでは，「一般に公正
妥当な会計処理の基準」における「一般」，「公正妥当」，「会計処理」および
「会計処理の基準」22が議論の対象となっている。また，法人税法第22条第
22 この「会計処理の基準」については，『通運事業の財務諸表の様式を定める省令』の「一
般に公正妥当と認められる会計の原則」および『電気事業法』『地方鉄道業会計規則』の
「会計の整理」との文言の相違点が論議されている。
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法人税法22条4項
制定以前
大阪地判昭44．５．24，
名古屋高判昭44．11．28，
東京高判昭48．８．31，
京都地判昭34．１．31など参照
最判平５．11．25，
最決平６．９．16など参照
私法の会計処理の慣行 適正課税の
要請
課税所得の
計算
法人税法22条4項
制定後
私法の会計処理の慣行
商法32条２項
法人税法
22条4項
課税所得の
計算
〔確認的に規定〕
図表7‐2 確認規定説の裁判例
（出所）酒井［2013a］，70頁。
4項は強制規定なのかそれとも訓示的規定なのかという議論もなされている。
このシンポジウムでは，法学者，法曹人，職業会計人などが報告・発言を行
なっている。この他，税務官庁側のみならず会計学者側からも多くの論文な
どが発表されている。
ここでは以上の議論を踏まえ，法人税法第22条1項から3項と4項の関係，
および「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」とは具体的に何を指
すのかについて論点を整理する。
法人税法第22条第4項は，創設規定かそれとも確認規定かについて見解が
わかれる。清永は，「第22条4項のような一般規定をおくことによって果た
してどのような簡素化が実現されているであろうか」（清永［1967］，27頁），
と税制簡素化の狙いに疑問を呈している。つづけて，「条文の改廃に関する
限り第22条4項の規定はなにももたらすものではな」く，むしろ「法人税法
の規定は複雑化した」（清永［1967］，28頁）と批判する。付言すれば，「国民の
財産権の侵害を伴う税法の領域では，その規定は一義的な内容をもつように
立法さるべきことはいうまでもないことであって，このような内容の明確で
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ない立法の仕方は排除されるべき」（清永［1967］，28頁）である。
さらに，裁判を司る側から，「企業会計（会計慣行）あるいは商法の計算
方法と未調整の段階において，税法の課税所得の計算方法について，企業会
計等の計算方法に依存してこれを税法の計算に取組むような規定を設けたこ
とは，決して合理的でなく，解釈上において疑義を生む要因を成す」（山田
［1967］，31頁）との懸念が示されている。
以上の見解は，法人税法第22条第4項を創設的規定と捉え，税法の立場か
らその不明瞭さを批判している。
しかし，税務官庁の解説にみられるように，課税所得は従来より企業会計
の慣行を前提として算定されており，これを明文化したのが法人税法第22条
第4項であるとする確認的規定説が多数説である。この論拠として，図表7‐
2のような裁判例をあげる。
大阪地判1969（昭和44）年5月24日（行裁例集20巻5＝6号675頁）は，
貸倒れについて企業の財政に不利な影響を及ぼす場合には，これに備えて適
当に健全な会計処理をしなければならない，これは『企業会計原則』の1つ
として認められているが，「過度に尊重」することは企業会計の最も重要な
真実性の原則に反すると判示している。これをもって，「『過度に尊重』する
ことに消極的な態度を示しているが，原則的には企業会計準拠の考え方を否
定していない」（酒井［2013a］，67頁）としている23。名古屋高判1969（昭和44）
年11月28日（税資57号619頁）は，手数料の収益計上時期について，現金決
済時に益金計上することは売買決済時に収益に計上するという企業会計上の
原則および租税負担公平の原則に反するとしている。東京高判1973（昭和48）
年8月31日（行裁例集24巻8＝9号846頁）は，公正妥当な会計処理の基準
に従うべきで，負担の適正，公平を期するためには収益は権利確定主義の基
準によるとする。京都地判1959（昭和34）年1月31日（行裁例集10巻1号90
頁）は，みだりに一部取引についてのみ損益算入の時期を殊更異なる時期と
することは『企業会計原則』第5の継続性の原則に反するので許されないと
23 大阪地判は貸倒れの見積りを保守主義の原則によるとしているが，費用収益対応の原則
によるとする見解もあり，本判決をもって確認規定の判例とすることには不十分であるよ
うに思われる。
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一般に公正妥当と認め
られる会計処理の基準
企業利益 費用・損失の額＝ －収益の額
課税所得 損金の額＝ －益金の額
純資産増加の原因
となる一切の事実
純資産増加分
純資産減少の原因
となる一切の事実
別段の定め 別段の定め 損益法原理
財産法原理
??
している（酒井［2013a］，66‐67頁）。
これらの判例においては，公正妥当な会計処理の基準として『企業会計原
則』の規定が取り上げられていることは興味深い。それはさておき，旧法人
税法第9条第1項の規定から法人税法第22条第1項から第3項への改正は，
「形式的には大きな変化と考えられるかも知れないが，内容においては，た
だ，旧法人税法第9条第1項の時代において慣習法であったものが成文法に
なった」のであって，「当該4項の挿入をもって，企業の自主的計算を認め
る，または『健全な会計慣行によって計算する』画期的な，新たな規定であ
るというように評価するのは誤りであろう」（松本［1967］，23頁）ということ
になる。
法人税法第22条第1項から第3項と第4項の関係，つまり課税所得の計算
構造については，第4項は個別規定である「別段の定め」を含む原則規定で
あるとする見解と個別規定である「別段の定め」以外の収益の額や費用など
の額を規定するという見解がある。
前者の見解では，図表7‐3のように「一般に公正妥当と認められる会計
処理の基準にしたがって事業年度の収益の額および費用・損失の額が計算さ
図表7‐3 課税所得計算の構造
（出所）武田［1988］，35頁。
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れるべきことが課税所得計算の総則規定の中に盛り込まれた」（武田（隆）
［1988］，34頁）ことになる。つまり，法人税の課税所得は，その事業年度の
益金の額から損金の額を控除した金額（法法22①）で，益金の額に算入すべ
き収益の額と損金の額に算入すべき売上原価，販売費・一般管理費および損
失の額は，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算される
（法法22④）。
この公正妥当な会計処理の基準は，企業が継続して適用する健全な会計慣
行を，法人税の課税所得の計算においても尊重するということで，課税所得
と企業利益とは基本的に一致すべきものであることが表明されている（成松
［2003］，17‐18頁）。
これについては，税務官庁側の「近代的租税制度の中核をなすものは，所
得を捕捉して課税する所得税および法人税であり，その所得課税の中心問題
は，所得の適正妥当な把握にあるところから，近代課税は，近代的な会計学
の基礎に立って成立すべきと考えている」（忠［1953］，214頁）という見解に
も色濃くあらわれている。
さらに，「税法は，企業会計の手法によって計算された利益を基礎として
算定されるのである。もっと厳密にいえば，企業会計において算定された企
業利益を修正するのではなくて，その算定の方法について規制を加えること
によって，『課税所得金額』を算定するのである。」（武田（昌）［2001］，69頁）
ということができる。
これらを総括する見解を，日本会計研究学会税務会計特別委員会報告（委
員長渡邊進）は，次のように述べている。
「一般に公正妥当と認められる会計処理を税務計算上そのまま認めることにより，課税上
弊害があると考えられる場合には，一般に公正妥当と認められる会計処理によって計算さ
れた企業利益はそのまま課税所得とはならず，税目的上企業利益は修正される。この場合
会社決算までは，一般に公正妥当と認められる会計処理によるべく，税目的からする企業
利益の修正は申告書において行なうべきである。」（第1総論の部4）
法人税法は確定決算基準に依拠しているので，決算上の企業利益を基礎と
佐賀大学経済論集 第48巻第2号
―28―
して課税所得が計算される。この企業利益は一般に公正妥当と認められる会
計処理の基準に従って計算されるのであって，この「一般」のなかには税法
の立場は入っていない。仮に税法上の要求を加味した「一般」であれば，す
でに税法上の要求が加味された決算利益をさらに「別段の定め」により修正
することになり，矛盾することになる（渡邊［1968］，88頁）。
このような主張は，税法意見書①②の主張と基軸を同じくするもので，会
計学者あるいは職業会計人側からなされている24。これによれば，引当金に
ついて，原則規定である公正処理基準規定により費用として計上されるが，
どの引当金をどのように計上し損金算入限度額とするかは個別規定である
「別段の定め」によるものと解釈される。
これに対して後者の見解では，法人税法第22条第4項の公正処理基準は，
第2項および第3項の「別段の定め」を除く収益の額および売上原価・費用・
損失の額に規定される。つまり，「4項の規定は，2項，3項の内容自体を
覆うものであります。それに特別規定である別段の定めがかぶさってくる」
（日本税法学会［1967］，21頁（山田報告））のであるが，「別段の定め」は例外規
定であって，例外の原則領域に適用されるのが法人税法第22条第4項である
（日本税法学会［1968］，27頁，山田発言）。
収益，売上原価，販売費，一般管理費などの会計の概念は，1965（昭和40）
年の全文改正ではじめて法人税法に導入された。これは，形式的に大きな変
化のようにみえるが，「別段の定め」や通達を除く一般的な取り扱いとして
は，会計慣行に従って各事業年度の所得を計算した旧法人税法9条第1項の
時代に慣習法であったものが成文化されたにすぎない。したがって，「この
4項の挿入をもって，企業の自主的計算を認める，または『健全な会計慣行
によって計算する』画期的な，新たな規定であるというように評価すること
は誤り」（松本［1967］，23頁）とされる。
このような見解によれば，前述の「引当金に関する規定は，例の22条3項
の『確定した債務』という文言との関連からいきましても，税法上個別規定
24 法曹人でこの見解を採る論者は少ないが，竹下［1967］はこの見解を採る。なお，竹下
は弁護士である。
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としておかれている引当金に限って認められる」「そういうふうに考えなけ
ればいけない」（日本税法学会［1967］，24頁（清永報告））ということになる。
法人税法第22条第4項の公正処理基準は，「法人税法上の概念である『益
金の額』および『損金の額』の内容を確定する場合に依拠すべき基準でなく，
それぞれの概念内容を構成する『収益の額』および『原価・費用・損失の額』
の計算をするための基準である，ということであるから，法人税法に固有の
ものではない」（新井［1977］，11頁）25ことに注意しなければならない。この基
準を定める実定法規も慣習法も存在しないし，実定法規によりその内容を規
定することは租税法律主義の原則からも許されるものではない。それが「会
計慣行」の内容を意味するところのものであっても同様である。「かりに『公
正ナル会計慣行』によって計算された結果に変更を強制する実定租税法規が
定められたとしても，それは，『公正ナル会計慣行』の内容そのものの変更
を強制するものと理解さるべきものではない」（新井［1977］，14頁）のである。
以上のように法人税法第22条第4項の公正処理基準をどのように位置づけ
るかについて，見解の相違がある。
そこで，次に論点となるのは，「一般に公正妥当と認められる会計処理の
基準」とは何かである。これについて，税法意見書①では，「正規の簿記の
原則」，「正規の会計原則」，「一般に認められた公正妥当な簿記会計の原則」
および「一般に認められた会計原則」という文言が使用されていることは前
述のとおりである26。
酒井は，これについて『企業会計原則』を指すとする説および商法・会社
法を指すとする説をあげる（酒井［2014］，89‐91頁）。『企業会計原則』を指す
とする説は，税法調整意見書など企業会計側から展開されている。しかし，
2001（平成13）年に企業会計基準委員会が設置され，企業会計審議会に代わ
り国際会計基準27（International Financial Reporting Standards：IFRS）を
25「『公正妥当基準』の中核をなす『企業会計原則』上の引当金計上基準は，商法上の相当
性の解釈に符号したリーガルな理論構成に配慮していない・・・…それでは，企業会計上定
着した引当金であっても法人税法上の承認は得られそうにもない。」（田中［1990］，90頁）
26 会計学者側が想定しているのは，『企業会計原則』であることは間違いないであろう。
これについては，山下［2015］で論じたところである。
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導入した『企業会計基準』が制定されており，単純に「一般に公正妥当と認
められる会計処理の基準」を『企業会計原則』ということはできない。また，
すでにみてきたように税務官庁側からもこの説に異論が唱えられている。
企業会計側からは，法人税は法人企業間の公平な課税の実現を法的安定性
の上に立って図るもので，『企業会計原則』は個々の計算ルールとしては「一
般に公正妥当な会計処理の基準」と一致するところがあるとしても，本質的・
根本的に一致できない条件下におかれている（神森［1994］，103頁）との『企
業会計原則』を指す説や商法・会社法を指す説に対する批判的な主張もある。
これは，判例においても明らかであるとされる。
公正処理基準規定は，「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」に
従って計算される額は，「別段の定めがあるもの」と「資本等取引」を除い
た「当該事業年度の収益の額」と「当該事業年度の売上原価・費用・損失の
額」である。したがって，「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」
の対象となる会計処理は，法人のすべての会計処理を含むものではなく，業
種別の会計規則で示されている『会計の基準』とか『会計の原則』とおきか
えることができない法人税法に特有の「会計処理の基準」である。つまり，
法人税法の目的なり趣旨に照らして，「一般に公正妥当と認められる」内容
を織り込むことを意味する（新井［1967］，21頁）という税法学側からの批判も
ある。
同様に租税法律主義の観点から，国会により制定されたものでない『企業
会計原則』が「課税所得算定の法的基準たりえないことは自明の理である」
（中里［1996］，28頁）との見解がある。中里によれば，もし『企業会計原則』
を課税所得算定の基準とすると，その改訂によって法人税法改正なしに課税
所得算定方法が改正されることになる。したがって，「課税所得算定の方法
に関しては，法人税法の中ですべて定めておくことが望まし」く，「『法人税
法の簡素化の一環』として，租税法律主義の拘束を逃れるわけにはいかない」
（中里［1996］，28頁）ということになる。この観点は，税務官庁の税制の簡素
27 IFRS は国際財務報告基準と訳出するが，国際会計基準（International Accounting
Standards：IAS）を含めて，本稿では国際会計基準と総称する。
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化に対して否定的である。
このような税法の規定だけで会計慣行とは別に，課税所得の計算が可能で
あるとする見解に対して，「それぞれ目的が違うので結果が異なるが，それ
を別とすれば，税務の要求，それから実際の場合の消化ということから参り
まして，できるだけ手数を少くして，租税の目的を達成するという観点か
ら」28「一般に認められた会計原則というのが確立いたします限りは根本的
な原則においては，二つは同じ根本から出るものであって，別々に並び立つ
ものであっては困る」（円卓討論［1952］，95頁，忠発言）との批判がある。この
ような批判は，税法簡素化案や公正処理基準規定の新設における税務官庁の
考え方と一貫している。
法人税法特有の目的や趣旨はさておき，ここで議論の的となるのは，『企
業会計原則』，商法（および会社法）などである。これについて，次のよう
な主張がある。
「法人税における公正妥当な会計処理の基準は，客観的な規範性をもつ公正妥当と認めら
れる会計処理の基準という意味である。企業会計の実務のなかでただ単に慣習として一般
に行われているというだけでなく，客観的な規範にまで高められた基準でなければならな
い。この場合，必ずしも文章化された基準を予定しているわけではない。会社法の会社計
算に関する規定や各種の会計基準は，基本的には税務上も公正妥当な会計処理の基準とみ
てよいであろう。」（成松［2013］，17‐18頁）
2002（平成14）年6月に中小企業庁は「中小企業の会計に関する研究会報
告書」，同年に日本税理士会連合会は「中小会社会計基準」，2003（平成15）
年6月に日本公認会計士協会「中小会社の会計のあり方に関する研究会報告
書」を公表した。2005（平成17）年8月に中小企業庁，日本税理士会連合会，
日本公認会計士協会の報告書を統合するものとして，日本税理士会連合会，
日本公認会計士協会，企業会計基準委員会，日本商工会議所の民間4団体が，
28 これについては，中里も「企業会計とは別個に課税所得算定のための会計を行なうとい
う二度手間をはぶくというのが，企業会計に基づいて課税所得算定を行なう主な理由なわ
けである」（中里［1983a］，1297頁）と同調する。
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『中小企業の会計に関する指針』（以下，中小会計指針）を公表した。以降，
毎年改訂を行なっている。
中小会計指針は，国際会計基準審議会（International Accounting Standards
Board：IASB）の中小企業版 IFRS（International Financial Reporting
Standards for SMEs）に相当し，「中小企業が，計算書類の作成に当たり，
拠ることが望ましい会計処理や注記等を示すものである」とその目的を述べ
ている。中小企業は，経営者＝株主となっており，所有と経営が分離されて
おらず，株主（あるいは投資者）への会計情報の提供は重視されていない。
つまり，会計情報の提供先としては，金融機関などの債権者および税務官庁
が重視されている。ここに，大企業と中小企業の特徴の相違がある。
中小会計指針の対象となるのは，金融商品取引法の適用を受ける会社並び
にその子会社および関連会社，会計監査人を設置する会社およびその子会社
以外の株式会社，特例有限会社，合名会社，合資会社および合同会社である。
しかし，中小会計指針の対象となる約260万社のうち3，000社ほどの企業が中
小会計指針採用するにすぎず，広く普及していない。
これに対して，2010（平成22）年9月の「中小企業の会計に関する研究会
（中間報告書）」は，中小会計指針の問題点として，高度かつ複雑である，
経営者は理解しにくい，会計処理の選択の幅が限定的である，中小企業の商
慣行や会計慣行の実態に即していないという4点をあげる。
このような状況のもとに，中小企業の会計に関する研究会は，『中小企業
会計に関する基本要領』（以下，中小会計要領という）を公表した。
また，2013（平成25）年6月19日に公表された企業会計審議会『国際会計
基準（IFRS）への対応のあり方に関する当面の方針』によれば，わが国の
上場会社に IFRS の強制適用を当面行なわないことを決定した。さらに，金
融庁は日本基準と IFRS の折衷案となる新たな会計基準（日本版 IFRS）作
りに乗り出すことになった。その後，2014（平成26）年7月31日に公開草案
『修正国際基準（国際会計基準と企業会計基準委員会による修正会計基準に
よって構成される会計基準）』が公表された。これによりわが国では，①日
本基準，②米国基準，③ IFRS および④修正国際基準の複数の基準が混在す
ることになる。
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図表7‐4 法人税法第22条の概念構成
条 項 計 算 概 念 法律上の概念
法法22①～③ 益金，損金の概念 法人税法上の特有の概念
法法22④ 収益，原価・費用・損失の概念 商事法令，会社実務の分野からの借用概念
（出所）日本税法学会［1967］（竹下報告）より作成。
このような状況のもとでは，「一般に公正妥当と認められる会計処理の基
準」について，その中心となるのは，「企業会計原則・同注解，企業会計基
準委員会の企業会計基準，・適用基準等，中小企業の会計に関する指針（中
略），中小企業の会計に関する基本要領や，会社法，金融商品取引法，これ
らの法律の特別法等の計算規定・会計処理基準等である」（金子［2015］，317
頁）29。
商法・会社法を指すとする説によれば，法人税法は確定決算基準を採用し
ていることから商事法令が課税所得の計算に大きな役割を果たす30。商事法
令の明文の規定に欠けている部分について，それを補完するものとして予定
されるのが，一般に公正妥当と認められる会計処理の基準である。これは訓
示的，指導的な趣旨を含んだ規定であり，不適切かつ不必要である。したがっ
て，法人税法第22条4項の規定は，法人税法の体系のなかにあっても課税所
得計算とは縁のないものである（日本税法学会［1967］，8‐10頁，竹下報告）。こ
の見解によれば，法人税法第22条の概念構成は，図表7‐4のようになる。
この場合，一般の会計処理の基準に従って計算された損益について税法上
「別段の定め」がなければ，その損益計算の結果がそのまま「益金の額」あ
るいは「損金の額」に算入され，その「益金の額」あるいは「損金の額」の
なかから「別段の定め」によりプラス・マイナス（税務調整）をして課税所
29 水野によれば，IFRS やアメリカの財務会計基準書（Statement of Financial Accounting
Standards）も含まれる（水野［2011］，368頁）。
30 租税法律主義の観点から，「法人税法が依拠しているのは，企業会計原則ではなく商法
（現在，会社法－山下）である」（中里［1996］，28頁）とされる。さらに，「会計学が法
律学との対等の論理体系を有することは事実であろうが，会計理論上の議論において法律
学の議論がそのまま妥当しえないと同様，法解釈に際して会計学は法律学に参考資料を提
供しうるにとどまると考えられる」（中里［1983a］，1332頁）のである。
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得を算定する（日本税法学会［1968］，24頁・26頁，竹下発言）のである。
ただ，会社法が規定する「公正ナル会計慣行」に前述の『企業会計原則』
や『企業会計基準』などが含まれるとするならば，租税法律主義の観点から
問題となる。会社法と企業会計との関係を顧みるならば，かつての旧商法287
条の2の引当金をめぐる企業会計との確執などは解消され，最近では会社法
が『企業会計原則』や『企業会計基準』の計算原則を積極的に取り入れ，両
者の計算原則に大きな差異はなくなりつつある。この点からすると，会社法
と企業会計の損益計算を取り立てて区別して考える必要は薄れてきていると
考えられる。
これら2つの説に対して，公正処理基準複数説では，「一般に公正妥当と
認められる会計処理の基準」を企業会計の公正な基準を確立し，維持するも
のとしての広い意味での会計原則とし，次のものをあげる（忠［1949a］，33頁）。
① 公的権威により認められている『企業会計原則』
② 特別の法令で企業経理に関する準則を与えている会社の方針に関する
商法の規定，商法や租税などの判例
③ 一般に認められている学説や民間の慣行
この見解は，アメリカの一般に認められた会計原則（General Accepted
Accounting Principles：GAAP）を思い起こさせるが，とくに③になると抽
象的で公平な課税の原則からの批判は免れないであろう。なお，判例では，
一般社会通念に照らして公正で妥当であると評価されうる会計処理の基準を
意味する（東京地判1977（昭和52）年12月2日判時909号110頁，東京地判1979
（昭和54）年9月19日判タ414号138頁，神戸地判2002（平成14）年9月12日
月報50巻3号1096頁など）と判示されている。
以上から，より客観的基準である「企業会計原則・同注解，企業会計基準
委員会の企業会計基準・適用基準等，中小企業の会計に関する指針（中略），
中小企業の会計に関する基本要領や，会社法，金融商品取引法，これらの法
律の特別法等の計算規定・会計処理基準等」を「一般に公正妥当と認められ
た会計処理の基準」とすることが現実的である。ただし，上記の基準などそ
れ自体が「一般に公正妥当と認められた会計処理の基準」となるのではなく，
個々の基準の会計処理の規定が税法上は判例により確定されることにより，
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「一般に公正妥当と認められた会計処理の基準」（金子［2015］，317頁）となる31。
ここ10数年来の裁判例として，リース処理において「リース会計基準」に
よる会計処理を会計慣行として一般に認められていないとして通達による処
理を会計慣行として判示した福岡地判1999（平成11）年12月21日（税資245
号991頁），商品引換券の処理における預り金方式と通達方式のうち後者を「一
般に公正妥当と認められた会計処理の基準」と判示した名古屋地判2001（平
成13）年7月16日（訟月48巻9号，2322頁），ソフトウェア開発に関する委
託料の処理について「研究開発等に係る会計基準」ではなく旧法基本通達を
「一般に公正妥当と認められた会計処理の基準」と判示した最判2006（平成
18）年6月23日（税資256号順号10434），税会計処理基準と公正会計処理基
準が必ずしも一致するものではないと判示した東京地判2013（平成25）年2
月25日（2012（平成24）年（行ウ）第26号）などがある。これらの判決では，
「公正処理基準かどうかの判断においては，慣行性が重視され，そこでは通
達の優位性を確認できること，そして，近時ではより積極的に税法の趣旨や
目的を解釈に織り込む場合が見受けられる」（坂本［2014］，37頁）のである。
このことは，公正処理基準規定制定当時の税務官庁の目論見とは乖離する傾
向にあるといわざるを得ない32。
7．法人税法第22条と確定決算基準
法人税法では，図表7‐5のように，企業の当期利益を出発点として法人
税法の規定により加算・減算を行ない課税所得が計算される。
これは，内国法人は，各事業年度終了の日の翌日から2月以内に，税務署
長に対し，確定した決算に基づき申告書を提出しなければならない（法法74
①）という規定によるもので，確定決算基準といわれる33。
31「通達・判決例・裁判例等は，企業会計の内容を補充する機能を果たし」「租税会計が逆
に企業会計に影響を与えているのである。」（金子［2015］，318頁）
32 公正処理基準は，「法人税施行令の改正をともなったものであるが，通達によって補強
することによって，税務行政の実際運用の上では実現されている」（河合［1969］，130頁）
のである。
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内国法人は，確定申告書の提出後，法人税を納付することになる。なお，
確定申告書には，貸借対照表，損益計算書，株主資本等変動計算書または損
益金の処分表，貸借対照表および損益計算書に係る勘定科目内訳書および資
本積立金の増減明細表などを添付しなければならない（法規35）。また，会計
年度が6ヶ月を超える会社は，その年度開始後6ヶ月を経過した日から2ヶ
月以内に税務署長に対し中間申告書を提出し，前年度法人税額の2分の1の
税金を納付（前期の実績による中間申告）するか（法法71①），6ヶ月を一事
業年度として仮決算を行ない，法人税額を計算して納付（仮決算による中間
申告）しなければならない（法法72①）。
課税所得金額の計算において，益金不算入とは，当期純利益の計算では収
益となっているが税法上益金に算入されないもので，受取配当等がある。益
金算入とは，当期純利益の計算では収益となっていないが税法上益金に算入
されるもので，特定外国子会社等の留保金額がある。
損金不算入とは，当期純利益の計算では費用となっているが税法上費用に
算入されないもので，減価償却額超過額，引当金繰入限度超過額，過大な役
員給与，寄付金損金算入限度超過額，交際費および法人税などがある。損金
算入とは，当期純利益の計算では費用となっていないが税法上損金に算入さ
33「法人税法は，課税所得の計算方法を税法だけで完結的，網羅的に規定することはせず
に，別段の定めがあるものを除き，課税所得計算上の益金の額には企業会計上の損益取引
に係る収益の額を，損金の額には企業会計上の損益取引に係る原価・費用・損失の額を算
入することとし，その計算を大幅に公正妥当な会計慣行に委ねているが，このような課税
所得の計算構造を支えているものが確定決算基準であるということができる。」（中村
［1992a］，46頁）
図表7‐5 法人税の納付税額計算のプロセス
当 期
純利益
－
益金不
算入額
＋
益 金
算入額
＋
損金不
算入額
－
損 金
算入額
＝ 課税所得金額
課税所得金額 × 税率 ＝ 算 出 税 額
算 出 税 額 － 税額控除額 ＝ 納 付 税 額
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れるもので，収用等の所得の特別控除額および繰越欠損金がある。
確定決算基準は，1965（昭和40）年法人税法改正においてはじめて採用さ
れた。34
1899（明治32）年所得税法施行規則には，「納税義務アル法人ハ毎事業年
度通常総会後7日以内ニ損益計算書ヲ所轄税務署ニ提出スベシ」として通常
総会後に損益計算書を提出すべきことを指示している。1913（大正2）年の
所得税法7条に関する所得税法施行規則第3条において，「第1種所得税ニ
付納税義務アル法人ハ毎年事業年度決算確定ノ日ヨリ7日以内ニ所轄税務署
ニ所得税法第7条ノ申告ヲナスベシ」と「確定」表現が初めて用いられた。
1920（大正9）年の改正において，所得税法施行規則の改正により，損益計
算書の提出期限を「法人ハ毎事業年度決算確定ノ日・・・・ヨリ14日以内ニ，所
得ノ申告ヲ要ス」と規定している。1940（昭和15）年に，法人課税を規定し
ていた第1種所得税は，法人税法として独立の税法となり，同法の第18条に
おいて「納税義務アル者ハ命令ヲ以テ定ムル所ニ依リ期間内ニ財産目録，貸
借対照表，損益計算書・・・・竝ニ第4条乃至第9条ノ規定ニ依リ計算シタル所
得金額及資本金額ノ明細書ヲ添付シ其ノ所得金額及資本金額ヲ政府ニ申告ス
ベシ」と規定された。この規定は旧所得税法第7条と基本的に相違はない。
もっとも，法人税法施行規則第18条には，「法人ハ各事業年度ノ所得及資本
ハ毎事業年度決算確定ノ日カラ14日以内ニ之ヲ所轄税務署長ニ申告スベシ」
と規定していた。1947（昭和22）年の改正後の法人税法第18条では，「納税
義務ある法人は，・・・・各事業年度終了の日から2月以内に，その確定した決
算に基づき当該事業年度の普通所得金額，超過所得金額及び資本金額を記載
した申告書を政府に提出しなければならない。」と従来規則で規定していた
34 これについては，「明治32年の法人の所得に対する課税の開始以来昭和21年までは，法
人の所得は商法による決算利益を基礎として賦課課税方式により課税する方法が採用され
ており，法人は課税資料として損益計算書を税務署に提出すればよかった。この間，大正
2年に損益計算書等の提出期限を『毎事業年度決算確定ノ日ヨリ七日以内』と定められた
のが，『決算確定』の用語の最初の使用例であるが，これは課税資料の提出期限の基準日
の定めることに意義があり，確定浹算基準まで定めたものとは言い難い。」（中村［1992a］，
45頁）という指摘がある。
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ことを法律で規定した。1950（昭和25）年9月25日付法人税基本通達314は，
この「確定した決算」の意味を「その事業年度の決算につき株主総会の承認
又は総社員の同意その他これに準ずるものの承認があったことをいう。」と
している。（岸田［2005］，104‐107頁）
このような経緯から判断すると，確定決算基準は第2次世界大戦前におい
て採用されていたと断定するには至らず，厳密にいえば1965（昭和40）年の
法人税法改正における「損金経理」の規定によって確立にされたとみるべき
である。「損金経理」とは，「法人がその確定した決算において費用又は損失
として経理すること」（法法2，26）である。この場合の「確定した決算」
とは，株主総会の承認を受けた計算書類をいう。また，内国法人は，「各事
業年度終了の日の翌日から2月以内に，税務署長に対して確定した決算に基
づき……申告書を提出しなければならない。」（法法74）
確定決算基準が税制上採用される理由ないしメリットとしては，次の3点
があげられる。
第1は，課税所得は企業利益とは別個の異質的な概念ではなく，企業利益
を基礎にし，それから誘導的に算定されるものである。
第2は，確定した決算に表明された企業（法人）の意思決定を重視するこ
とにより，計算の信頼性ないし客観性を担保し，もって課税の安定性ないし
法的安定性に資する。
第3は，税務行政サイドおよび納税者たる企業サイドの双方からみて，経
済性ないし簡便性の要請に資する。（森川［1993］，104‐105頁）
このように，「我が国の法人税法は企業会計依存という課税所得の計算構
造を採用し，これを担保するものとして確定決算基準を採用し，税務の簡素
化に資することとしている」（中村［1992b］，44頁）と考えられる。
これに対して，確定決算基準を経理要件に関する別段の定めのある事項の
計算と狭義に捉える立場からは，損金経理について申告調整で足りその必要
性に乏しい，商法（会社法）計算と税法計算の目的についての差異の存在，
会計の国際化は確定決算基準と相容れないなどからその廃止を主張する見解
がある（岸田［2005］，119頁）。
損金経理は，「費用性のないものを費

用

として計上しなければ課税上のメ
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リットを失なうという意味において，企業に対して間接的強制が行われてい
るといっても過言ではない。このことは，財務諸表の表示を著しく歪めるこ
ととなる」（武田（昌）［1967］，37頁）との批判もある。つまり，「企業が租税
負担を減少させるために企業会計を操作することはむしろ必然的なことであ
り，この点を完全に解決するためには，確定決算主義を放棄するしかない」
（中里［1996］，29頁）のである。
会計の国際化に関連して，IFRS とのコンバージェンスにともない国内制
度の整備や環境づくりが必要となるが，そのなかでキーとなるのが法人税制
であるとの指摘がある。法人税制においてキーとなるのが確定決算基準と損
金経理である35。例えば，国際的に事業を展開する企業において，海外で償
却を定額法で行なっていると，日本においても定額法で償却することが経営
管理の面で有益である。しかし，確定決算基準では定率法で損金経理をして
いないと，税法上定率法による償却は認められない。したがって，「経営管
理上は定額法，決算・申告は定率法で」という仕組みが必要である（西川
［2014］，27頁）。
企業会計上は定額法により償却して利益を計上し，税法上は定率法により
償却し節税をするということになると，租税負担公平の原則の観点から恣意
的となるとの反論が考えられる。税務官庁の立場からは，できるだけ早く税
金を確保しようとする意図があるのであろうが，企業会計上は定額法であれ
定率法であれ，耐用年数内であれば償却額は同一である。ここに，「一般に
公正妥当と認められる会計原則」を法人税法上総括規定として置くべきとい
う主張がでてくる素地がある。いわゆる公正処理基準の問題である。
35 IFRS とのコンバージェンスにともない，確定決算基準を見直すべきであるという見解
には，⑴企業利益概念と法人税法の所得概念の幅が拡大し申告調整が複雑化すること，⑵
減価償却などの償却方法や耐用年数の採用につき損金経理要件が課されていることによる
企業の税務メリットの放棄と逆基準性の問題があげられる（日本公認会計士協会［2010］，
2頁）。
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8．おわりに
旧法人税法では，各事業年度の所得金の額は総益金の額から総損金の額を
控除して算定し，別段の定のあるものなどを除き総益金とは純資産増加の原
因となるべき事実，総損金とは純資産減少の原因となるべき事実との解釈が
示された。これについては，税務官庁においては，いわゆる企業会計の財産
法による所得計算を示したものでなく，誘導法に基づいた損益法による利益
計算を含むとの解釈も示されているが，企業会計側との争点となった。
企業会計側は，ドイツの正規の簿記の諸原則やアメリカの一般に認められ
た会計原則への準拠規定にみられるように，法人税法において企業会計基準
の準拠規定を求めて，税法調整意見書①を公表した。これらをめぐっては，
税務官庁を含む税法側からの批判が寄せられた。これらの議論を経て，1965
（昭和40）年に法人税法の大改正（法人税法第22条など），翌年に企業会計
側からは税法調整意見書②，税制調査会から税制簡素化案が公表され，法人
税法第22条第4項に公正処理基準規定が新設された。
法人税法第22条において所得の定義はなされず，各事業年度の所得の金額
の計算について規定しており，所得概念が不明瞭である。これに対しては，
企業会計側からは税法上所得概念はありえず，企業会計の利益概念と法人税
の所得概念は基本的に一致し，それらの目的の違いによる差異を税務調整に
より修正して，課税所得が算定されるという主張がなされた。これに対して，
税法側から法人税法は包括的所得概念に基づき構成され，益金および損金の
認識は債権・債務確定基準に基づいており，企業会計の実現主義および発生
主義とは必ずしも一致しないとの反論がなされた。
その例として，法人税法第22条第2項の「無償による資産の譲渡又は役務
の提供」の解釈をめぐる論争がある。いわゆる未実現利益の認識である。未
実現利益の認識は企業会計では行なわれず，この未実現利益の認識の有無が
企業会計の利益概念と税法の所得概念の相違の根拠とされる。判例を参照し
ながらこれらの検証を行なったが，無償取引の未実現利益の認識の解釈には，
①有償取引同視説（2段階説），②同一価値移転説，③適正所得算出説およ
び④増加益清算所得説がある。これらの諸説については，種々の批判および
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反批判があり，統一的な解釈が確立しているとはいえない。また，火災など
により資産を消失した場合について，法人税法上未実現利益を認識する規定
はなく，当該資産の原価を損失額とするしかないという不公平さが生じる。
これでは，課税上不備があるといわざるをえない。
公正処理基準規定については，税務官庁の意図を明らかにし，この規定の
意義について論点の整理を行なった。とくに「一般に公正妥当と認められる
会計処理の基準」とは何を指すのかについて，判例を参照し検証を行なった。
その結果，最近の判例は，公正処理基準規定時の税務官庁の税制の簡素化と
いう目的に反して，会計処理の基準より通達を会計慣行とするなど簡素化と
は相容れない傾向にあることを明らかにした。これには，国民の老齢化によ
る福祉財源確保などの国家財政の肥大化，経済の成長の鈍化による国家財政
収入の減少および経済の活性化のための経済政策がその背景にあると思われ
る。しかし，課税の公平および課税の中立性の理念と同時に税務行政の効率
化を推進するために，1966（昭和41）年の公正処理基準規定の原点に立ち戻
り，法規定の明確化および整合性を図るべきである。
最後に，法人税法第22条との関連で法人税法第74条について，IFRSの導入
のもとでの損金経理の問題を取り上げて検証した。税務行政の効率化のため
にわが国では確定決算基準により課税所得の算定を行なうが，その際に損金
経理がネックとなって，会計の国際化の妨げとなっている現実がある。これ
については，公正処理基準規定との関連で企業会計側との調整が求められる。
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